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歩行者通行空間への道路空間の再配分に関する一考察
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Assessment on Reallocation of Road Space to Pedestrian Traffic Space
Yuki MISUI
要　旨
　近年、交通事故死者数が減少傾向にある一方で、歩行者が交通事故死者に占める割合は状態別
割合で最も高くなっている。この原因のひとつは、歩行者の通行空間が確保されていないことで
ある。しかしながら、財政赤字の増大を考えると、道路空間の幅員自体の拡幅による問題の解決
は容易ではない。
　このとき求められる考え方が、道路空間の再配分であり、具体的には自動車走行空間の一部を
歩行者通行空間に再配分するという考え方である。しかしながら、歩行者の通行空間を確保する
ことでどのような効果が生まれるかについて、明確な知見は示されていない。道路整備事業に費
用便益分析の適用が求められる今日、道路空間の再配分を行うにあたっても、その再配分にどの
程度の効果があるかを示すことは必要不可欠である。
　以上の議論に基づき、本研究は、歩行者通行空間の整備の評価を行った。具体的には、都市部
在住者を対象としたアンケート調査を実施し、その結果にコンジョイント分析およびAHP（階層
分析法）を適用した。
　両手法による分析結果から、歩行者の通行空間の各要素（自動車との分離、自転車との分離、
幅員）に対する支払意思額を導出するとともに、重視度合いが明らかになった。また各要素とも、
回答者の年齢が上がるごとに支払意思額が高くなることが観察できた。この結果は、高齢社会を
迎えた我が国において、歩行者通行空間の整備が喫緊の課題であることを示している。今後、本
研究で得られた知見を活用することで、道路空間の最適配分を明らかにすることができるだろう。
　キーワード：歩行者通行空間、道路空間の再配分、コンジョイント分析、AHP
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Summary
　While the number of traffic fatalities is decreasing recently, pedestrian fatalities account for 
the largest portion of the traffic fatalities. One of causes for traffic fatalities are that traffic space 
for pedestrians has not secured. However, increasing budget deficit makes very difficult to solve 
the problem by widening road space. 
　Reallocation of road space is considered to solve the problem; partial allocation of vehicle 
traffic space to pedestrian traffic space. In turn, well-defined knowledge of economic values for 
secured pedestrian traffic space has yet to be indicated. Since application of the cost-benefit 
analysis is currently required to the road improvement projects, it would be indispensable to 
demonstrate economic values from reallocation of road space. 
　This paper assessed economic values for improvement of pedestrian traffic space based on the 
above discussion. Specifically, I analyzed the results of a questionnaire survey conducted in 
urban residents using the conjoint analysis and the analytic hierarchy process (AHP).
　The both analysis derived willingness to pay and importance level for elements of pedestrian 
traffc space (“separation from vehicles”, “separation from bicycles” and “road width”). In addition, 
it showed that the respondents would have higher willingness to pay for any element with 
advancing age. This result suggests that improvement of pedestrian traffic space is a pressing 
issue in our country facing with an aging society. I believe application of the knowledge derived 
from this study may help to demonstrate appropriate reallocation of road space. 
　Key words：pedestrian traffic space, reallocation of road space, conjoint analysis, 
　　　　　　 analytic hierarchy process
１．研究の背景と問題意識
　本研究の目的は、道路空間を構成する一要素である歩行者通行空間の経済価値を明らかにする
ことである。
　近年、交通事故による死者数は減少傾向にある。しかしながら後述するようにその減少度合い
は状態別に異なる。具体的には、「自動車運転中」の死者数が過去10年間で約６割減少している
のに対し、「歩行中」の死者数の減少は、過去10年間で約３割減少したにすぎない。この傾向を
反映し、最近では交通事故死者全体に占める「歩行中」の割合が「自動車運転中」を上回り、最
新の統計データである2012年11月公表値では、36.3%と状態別死者数の中で最も大きな割合を
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占めている。実際、通学中の小学生が犠牲となる痛ましい交通事故もたびたび生じ、それらの報
道の記憶も新しい。
　この問題の最大の原因は、歩行者が通行する空間が十分に確保されていないことにある。この
問題の背景としては、これまでの道路整備における計画のあり方が、自動車中心であったことが
考えられる。すなわち、我が国では、道路構造令において、車道（自動車走行空間）の整備を基
礎として、付加的に歩道（歩行者通行空間）や自転車道（自転車走行空間）、植樹帯などの「非
自動車走行空間」の整備が位置付けられてきた。
　このような整備の考え方が生じる要因として、その財源調達のあり方による影響も考えられる
だろう。すなわち、これまで道路整備の財源調達は、主として自動車利用者が負担する自動車関
係諸税に依拠してきた。財源負担者と整備対象者が強く関連することは、財源調達先の拡大が容
易ではないことからも十分に想定できる。
　しかしながら、自動車利用者が負担する自動車関係諸税の大部分を占めていた道路特定財源制
度は2009年に廃止され、現在では自動車関係諸税はすべて一般財源となっている。また道路整
備をめぐる環境の変化は、財源制度の変更だけではない。道路ネットワークが概成するなかで、
今後の我が国における道路整備は新規投資時代から維持更新時代に入っていくことが指摘されて
いる。これら道路整備をめぐる環境の変化を踏まえるとき、道路空間の有効活用を強く志向する
ことが求められている。
　いうまでもなく、道路空間の幅員自体を拡幅することは、物理的にも財政的にもきわめて困難
である。したがって、道路空間の有効活用の具体的な対応策として考えられるのが「道路空間の
再配分」である。具体的には、道路空間のうち、現在、自動車が走行している空間の一部を歩行
者や自転車が通行・走行する空間に再配分するというものである。道路空間の利用者は、自動車
だけではない。歩行者や自転車利用者も、道路空間の利用者なのである。
　道路空間を稀少な財と捉えると、その再配分は資源配分そのものであり、効率的な配分が重要
であることは言うまでもない。もし自動車走行空間が生み出す限界便益よりも歩行者通行空間が
生み出す限界便益が高いのであれば、両者が等しくなるまで、自動車から歩行者に道路空間を再
配分することが望ましい。しかしながら、自動車走行空間の整備効果は、1990年代以来、費用
便益分析のなかで時間短縮便益を中心として評価されてきたものの、非自動車走行空間の整備効
果・価値に関する評価は進んでこなかった。道路空間の再配分を進めるにあたっては、その根拠
となる各空間の経済評価が必要不可欠である。
　他方で、非自動車走行空間の経済価値を明らかにすることは、財源調達の観点からも重要であ
る。第一に、上述したように新規投資（建設）段階でその整備費用を負担してきた自動車利用者
への説明責任が重要である。第二に、道路空間を自動車走行空間から歩行者や自転車の通行・走
行空間に再配分するのであれば、当該空間の維持管理等に要する費用については、必然的に当該
空間の利用者による負担が求められる。実際問題として、道路整備費用の大部分を占める新規投
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資、用地費は高額であり、歩行者や自転車利用者に負担を求めることは現実的に困難であった。
これまでは、武田（1989）に示されるように、道路の機能をトラフィック機能、アクセス機能、
空間機能の３種類に分け、自動車走行に関わるトラフィック機能とアクセス機能相当分は自動車
関係諸税（道路特定財源）で、空間機能相当分は一般財源で、それぞれ負担するといった考え方
が一般に示されていた。しかし近年では、道路投資額の削減が続き、自動車関係諸税収入が道路
整備費用を上回る状況が生じている。道路が維持更新時代に移行しつつあるいまこそ、道路空間
の再配分とそれに応じた新たな費用負担のあり方を検討することが求められているのではなかろ
うか。
　以上の議論を踏まえ、本研究では、非自動車走行空間のうち歩行者通行空間に着目し、その経
済価値を明らかにすることを目指す。具体的には、都市部在住者を対象としたアンケート調査を
実施し、その結果にコンジョイント分析および階層分析法（AHP）を適用することを通じて、歩
行者通行空間の経済価値および歩行者通行空間に対する人々の選好を明らかにする。それらを明
らかにすることを通じて、今後の道路空間の再配分に関わる研究の基礎としたい。
２．先行研究
　上述したように、非自動車走行空間としては歩行者通行空間、自転車走行空間、植樹帯などが
ある。このうち、自転車走行空間については、近年、政府によって急速に検討が進められ、
2012年11月には「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」が提示されている。また味
水（2012）は、先行研究のレビューとともに、非市場財の評価手法であるコンジョイント分析
を用いた経済価値の測定を試みている。
　それに対して、歩行者通行空間に関する研究としては、都心部の道路空間の歩行者中心への転
換について論じた中川（2011）、自転車歩行者道における自転車と歩行者の挙動を分析した山中
（2011）、広幅員歩道における歩行者と自転車の通行位置を検証した吉村・三寺・和田（2011）
などがある。また、味水（2012）でも挙げているように、自転車と歩行者の輻輳問題について
論じた杉谷・原田・大森・丸山（2005）、小川・押川（2006）、清田・外井・梶田・松岡（2006）、
山下・内山・関口・高橋（2006）などがある。このほかにも駅前広場や商店街、商業施設など
での歩行空間に関する検証を行っている研究もあるが、これらの多くは工学的観点から、主に自
転車と歩行者の混在という環境の下で現状の課題解決に向けた研究が多く、歩行者にとっての道
路空間の価値に関する議論は見受けられない。このことは、本研究において、歩行者通行空間の
経済的価値に関する評価を行うことの必要性を示唆していると考える。
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３．分析と考察
（１）評価対象と評価手法
　本節では、前節までの議論を踏まえ、自動車走行空間から歩行者通行空間への道路空間の再配
分について分析を行う。
　歩行者通行空間は、自転車道や自転車専用通行帯、自転車歩行者道など多様な形態が存在する
自転車走行空間に比べ、明確な分類があるわけではない。しかしながら、味水（2012）で行っ
た自転車走行空間の要素分類および前節で示した現状の課題からは、自動車や自転車との分離、
幅員の広さといった複数の要素が導出できる。そして、それら歩行者通行空間が有する要素ごと
に価値を明らかにし、その価値を積み上げることで、歩行者通行空間全体の価値を明らかにする
ことができると考える。
　この歩行者通行空間のように、市場が存在しない財である非市場財の要素に着目した評価手法
としてコンジョイント分析とAHPがある。
　コンジョイント分析とは、評価対象の財・サービスを構成する基礎的な要素ごとに細分化し、
それら要素の異なる組み合わせによって形成される代替案を複数同時に評価することで、要素ご
との価値を測定する評価手法である。なお、コンジョイント分析を用いた道路整備の評価に関す
る研究としては木村・岡村（2001）などが挙げられるものの、道路空間の再配分の評価にコンジョ
イント分析を適用した研究は、味水（2012）の他には特に見受けられない。
　また、AHPとはAnalytic Hierarchy Processの略であり、階層分析法とも表記される。このAHP
は、人間の価値判断を取り入れた意思決定モデルとしてSaaty（1980）によって開発された手法
であり、主にオペレーションズ・リサーチの分野で用いられてきた。ここで「人間の価値判断を
取り入れた意思決定モデル」とは、消費者が自身では十分に理解していない場合もある選択行動
の構成要因について、その重視度合いを導出するという意味であり、消費者の潜在的な選好を明
らかにすることができる。代表的な手法としては、複数ある要素のうち2つを取り上げて比較す
る一対比較などがある。
（２）分析概要
１）調査概要
　本研究では、2012年12月17日〜 19日に、さまざまな形態の歩行者通行空間の利用頻度が高
いと考えられる、都市部居住者（東京23区内在住者）対象として、インテージが提供するWeb
調査を利用したアンケート調査を実施した。
　サンプルとしては、年代別の回答傾向も分析するため、20歳代、30歳代、40歳代、50歳代、
60歳代および70歳以上の６年齢層ごとに男女それぞれ一定の回答を得られるようセグメントを
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設定して実施した。調査依頼対象者数が2,625票、サンプルサイズ（有効回答数）は1,021票（回
収率38.9％）であり、セグメントごとの有効回答数は表１のとおりである。
表１　アンケート調査の有効回答数（セグメント別）
男性 女性 計
20歳代 91票 86票 177票
30歳代 83票 83票 166票
40歳代 85票 85票 170票
50歳代 86票 83票 169票
60歳代 85票 87票 172票
70歳代 83票 84票 167票
計 513票 508票 1,021票
　なお、アンケートにあたっては、上述したコンジョイント分析のための質問項目とAHPのため
の質問項目を用意した。
２）質問項目（コンジョイント分析）
　コンジョイント分析のための質問にあたっては、下記の3点を仮想して回答を求めた。
アンケートの状況設定の概要
１）週５日、自宅からある目的地（通勤先、通学先、通院先等）まで、１km（成人男性で
約15分）の道のりを徒歩で移動（実際の移動とは関係なく想定）
２）ルート上の道路は、幅員がせまく、道路も自動車、自転車、歩行者の移動空間が分離
されていないため、混在して移動せざるをえない状況
３）この道路について改良に向けた整備が検討されている
　また、アンケート回答者に示したルートの現状のイメージ図は、図１に示すとおりである。
図１　ルートの現状に関するイメージ図
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　そのうえで、道路改良の特徴として次の４点をアンケート回答者に示している。
・特徴１「自動車と分離されているか」
（説明文）歩行者が自動車と分離されていれば自動車と接触する可能性が低いため、歩行者の
安全性・快適性は向上します。反対に、歩行者が自動車と分離されていなければ自動車と接
触する可能性があるため、歩行者の安全性・快適性は低下します。
・特徴２「自動車だけでなく自転車とも分離されているか」
（説明文）歩行者が自転車と分離されていれば自転車と接触する可能性が低下し、歩行者の安
全性・快適性が向上します。反対に、歩行者が自転車と分離されていなければ自転車と接触
する可能性があるため、歩行者の安全性・快適性は低下します。
・特徴３「歩行空間の幅がどの程度か」
（説明文）歩行空間の幅が広ければより快適かつ速く移動できます。
１）歩行空間の幅が75cmの場合：１人の歩行者が問題なく歩くことができます。
２）歩行空間の幅が150cmの場合：２人の歩行者が並んで歩くことができます。
３） 歩行空間の幅が225cmの場合：３人の歩行者が並んで歩くことができるほか、１人の歩
行者と１台の車いすが並んで移動することができます。
・特徴４「住民税の追加負担額がいくらか」
（説明文）道路の整備にあたっては費用が生じるため、住民税を通じた追加的な負担を求められ
ます。
　また、特徴１、特徴２および特徴３を表すイメージ図は図2に示すとおりである。
図２　各特徴を表すイメージ図
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　ここで、本調査の評価対象である歩行者通行空間の要素および水準として、味水（2012）お
よび事前に実施したプレテストの結果を踏まえ、要素として４種類、水準として２種類（２要素）
および３種類（２要素）を提示した（表２）。
表２　歩行者通行空間の要素と水準
要　　素 水　　準
自動車との分離 分離されている 分離されていない
自転車との分離 分離されている 分離されていない
幅員 75cm 150cm 225cm
年間負担額 200円 400円 600円
　上記の要素と水準に基づき、直交表を用いて９つのケース（表２に示す４要素水準の組み合わ
せ）を作成した。そのうえで、自転車と分離されているものの自動車とは分離されていないとい
う、実際に想定できないケースを除去し、回答者に提示するケースとして最終的に６種類を抽出
した。各回答者にはこれら６種類のケースから２つのケースを取り出して提示し、どちらがより
良い道路整備だと思うか尋ね、良い方を回答してもらう方式をとった。なお、回答者に提示する
ケースの組み合わせとしては、４要素間の優劣が明らかな組み合わせを除去し、表３に示す10
通りを用いた。
表３　アンケートにおいて提示した組み合わせ
第１案 第２案
自動車
との分離
自転車
との分離
幅員
（cm）
年間負担額
（円）
自動車
との分離
自転車
との分離
幅員
（cm）
年間負担額
（円）
分離 非分離 225 600 分離 分離 75 400
分離 分離 75 400 非分離 非分離 75 200
分離 非分離 225 600 分離 分離 75 600
非分離 非分離 75 200 分離 非分離 150 400
分離 非分離 225 600 非分離 非分離 75 200
分離 分離 75 400 分離 非分離 150 400
分離 非分離 225 600 分離 分離 150 200
非分離 非分離 75 200 分離 分離 75 600
分離 非分離 225 600 分離 非分離 150 400
分離 分離 75 600 分離 非分離 150 400
　回答者に提示した質問は、図２で示したイメージ図（幅員等も考慮してそれぞれ作成）および
４要素について説明が加えられたかたちで、２ケースを比較する形式をとった（図３）。また、
回答順バイアスを回避するため、回答者ごとにランダムに10問が表示されていく設定とした。
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事例 自動車との分離
自転車
との分離 幅員
年　間
負担額 イメージ図
事例① 分離されている
分離され
ていない 225cm 600円
事例② 分離されている
分離され
ている 75cm 400円
図３　アンケート調査における質問の例
　得られた有効回答数は、上述したように1,021票であり、分析データは10,210件（1,021票×
10件）である。符号条件は、「年間負担額」のみマイナス（負担額が高くなると負担額（住民税）
の分だけ収入が減少するため、回答者の効用が減少して当該歩行者通行空間の選択確率が低下す
る）であり、「自動車との分離」はプラス（自動車と分離されると歩行者通行空間の安全性が向
上するため、回答者の効用が増加して当該歩行者通行空間の選択確率が上昇する）、「自転車との
分離」もプラス（自転車と分離されると歩行者通行空間の安全性が向上するため、回答者の効用
が増加して当該歩行者通行空間の選択確率が上昇する）、「幅員」もプラス（幅員が広がると通行
しやすくなるため、回答者の効用が増加して当該歩行者通行空間の選択確率が上昇する）となっ
ている。
３）質問項目（AHP）
　AHPのための質問としては、道路整備の４つの特徴から２つの特徴を取り出して比べたとき、
それら２つの特徴のどちらをどれだけ重視するかを尋ねた。選択肢は、どちらかの要素を「とて
も重視」、どちらかの要素を「やや重視」、「どちらも等しく重視」の５段階である。
（３）分析結果
１）分析結果（コンジョイント分析）
　コンジョイント分析による分析結果は表４に示すとおりである。表４からは、すべての要素に
ついて符号条件を満たし、また同じくすべての要素について１％水準で有意であることが読みと
れる。
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表４　コンジョイント分析による分析結果
要　　素 符号条件 係数 t値 p値
自動車との分離（有無） ＋ 1.6962 20.292 0.000
自転車との分離（有無） ＋ 0.4812 7.359 0.000
幅員（cm） ＋ 0.0061 10.492 0.000
年間負担額（円） − −0.0008 −6.016 0.000
対数尤度 −5638.976
　各要素を追加的に１単位増加させた時の支払意思額である限界支払意思額は、年間負担額以外
の要素の係数を年間負担額の係数の絶対値で除することで求められる（表５）。
表５　要素別の限界支払意思額
要　　素 限界支払意思額
自動車走行空間との分離 2,165.3円/km・年
自転車走行空間との分離 　614.3円/km・年
幅員の１cm拡大 7.8円/km・年
　すなわち、「歩行者通行空間と自動車走行空間を分離すること（自動車走行空間との分離）」に
対する限界支払意思額は1.6962（自動車との分離の係数）÷0.0008（年間負担額の係数の絶対値）
＝2,165.3円となる。同様に、「歩行者通行空間と自転車走行空間を分離すること（自転車走行空
間との分離）」に対する限界支払意思額は0.4812（自転車との分離の係数）÷0.0008（年間負担
額の係数の絶対値）＝614.3円であり、先に求めた「自動車との分離」の約3割の支払意思額で
あることがわかる。この結果は、歩行者通行空間の整備にあたって、歩行者が、「自転車との分離」
よりも「自動車との分離」を強く重視していること、すなわち、自転車と混在することによる危
険性よりも自動車との輻輳による事故などの危険性をより大きく考えていることを示唆している
と捉えることができるだろう。
　また、「幅員を1cm拡げること（幅員の１cm拡大）」に対する限界支払意思額は0.0061（幅員
の係数）÷0.0008（年間負担額の係数の絶対値）＝7.8円である。この結果を上で示した２つの
限界支払意思額と比較すると、「自動車走行空間との分離」は、幅員を276.3cm（2,165.3÷7.8）
拡大することと等しく、または「自転車走行空間との分離」は、幅員を78.4cm（614.3÷7.8）
拡大することと等しいことを意味している。「自動車走行空間との分離」に関する知見は、もし
道路上に幅員を十分に確保するための余剰空間があるのであれば、歩行者通行空間を広く確保す
ることで分離帯の設置を避けることができることを意味している。しかしながら、歩行者通行空
間として３m近い空間を確保できる環境の道路はほとんどないのが現実であり、分離帯等の構造
物による歩行者通行空間と自動車走行空間の分離は、歩行者通行空間の整備におけてほぼ必須の
要件であることが読み取れる。一方で、「自転車走行空間との分離」からは、自動車走行空間と
の分離と比べて自転車走行空間との分離の必要性は高くないことが読み取れる。すなわち、分離
帯等を設置するのに十分な余剰空間がないのであれば、カラー塗装などによって心理的な分離を
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行うか、特に分離を行わないという選択肢が考えられる。これはまさに現在の自転車歩行者道の
状況であり、現実とも整合性のある結果となっていると考えることができるだろう。
　次に、年齢階層別（20歳代、30歳代、40歳代、50歳代、60歳代、70歳以上）および性別（男
性、女性）のセグメントごとに同様の分析を行った。各階層のサンプルサイズ（有効回答数）は
すでに表１に示したとおりである。その係数の結果を年齢階層別・性別ごとに４要素について示
したものが表６である。表６からは、すべてにおいて符号条件を満たしているとともに、一部を
除き、高い有意水準を示していることが読み取れる。
表６　年齢階層別・性別セグメントごとの分析結果
自動車との分離
（有無）
自転車との分離
（有無） 幅員（cm） 年間負担額（円）
符号条件 ＋ ＋ ＋ −
20歳代 1.6798*** 0.2799* 0.0047*** −0.0009***
30歳代 1.7803*** 0.3847** 0.0071*** −0.0014***
40歳代 1.5734*** 0.4670*** 0.0067*** −0.0009***
50歳代 1.7139*** 0.6440*** 0.0073*** −0.0007**
60歳代 1.6830*** 0.4305*** 0.0055*** −0.0001
70歳以上 1.8493*** 0.7105*** 0.0056*** −0.0004
男性 1.6257*** 0.6193*** 0.0061*** −0.0009***
女性 1.7700*** 0.3467*** 0.0061*** −0.0006***
　注）***：１%水準で有意、**：５%水準で有意、*：10%水準で有意
　表６で得た「自動車との分離」、「自転車との分離」および「幅員」の係数を、「年間負担額」
の係数の絶対値で除することで、表５と同様に、自動車走行空間との分離、自転車走行空間との
分離、幅員の１cm拡大の各要素に対する限界支払意思額が推定できる。それらを整理したもの
が表７である。表７からは、すべての年齢階層別・性別セグメントにおいて、自転車走行空間と
の分離より自動車走行空間との分離が重視されていることが観察できる。これは先に表5でみた
傾向が、年齢・性別に関係なく存在するものであることを示している。
　また、年齢階層別セグメントからは、年齢が高くなるほど全般的に支払意思額が増加する傾向
にあること、同様に年齢が高くなるほど自動車走行空間との分離に占める自転車走行空間との分
離の比率が高まることがわかる。このことは、高年齢層ほど、自動車や自転車との輻輳に危険性
を感じていること、また若年齢層ほど、自転車との輻輳の危険性を低く捉えていることを示唆し
ていると考えられる。さらに性別では、自転車走行空間との分離において若干女性より男性のほ
うが高い支払意思をもつとともに、自動車走行空間との分離、幅員の拡大においては、男性より
女性のほうが比較的高い支払意思をもつことが示された。このことは女性の方が自動車との混在
による危険性を重視するとともに、高幅員の下で安心して歩行できることをより求めていること
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を意味していると考えられよう。
　なお、これらの結果がもつ傾向は、味水（2012）で導出された、自転車走行空間の整備の要
素に対する支払意思額の傾向とほぼ同様であり、歩行者も自転車利用者も、他の形態の道路利用
者に対して同様の意識を有していると考えることができる。
表７　年齢階層別・性別セグメントごとの要素別の限界支払意思額
自動車走行空間との分離 自転車走行空間との分離 幅員の1cm拡大
20歳代 1,781円/km・年 297円/km・年 5.0円/km・年
30歳代 1,239円/km・年 268円/km・年 4.9円/km・年
40歳代 1,624円/km・年 482円/km・年 6.9円/km・年
50歳代 2,242円/km・年 842円/km・年 9.6円/km・年
60歳代 9,514円/km・年 2,434円/km・年 31.3円/km・年
70歳以上 4,523円/km・年 1,738円/km・年 13.8円/km・年
男性 1,745円/km・年 665円/km・年 6.6円/km・年
女性 2,739円/km・年 537円/km・年 9.5円/km・年
２）分析結果（AHP）
　AHPによる分析結果は図４に示すとおりである。図４からは、歩行者が自動車との分離を最も
高く重視し（45.0%）、次いで幅員の広さ（28.1%）、最後に自転車との分離（26.9%）を意識し
ていることが読み取れる。この結果は、先に示したコンジョイント分析と同様の傾向であり、コ
ンジョイント分析から導き出された限界支払意思額の結果が妥当なものであることを示唆してい
る。なお、分析結果の整合度を表すCI値は0.091と0.1を下回っており、十分整合的な結果である
と考える。
図４　歩行者による３要素の重視度合い
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　さらに、年齢階層別・性別に分けて比較したものが図５である。図5からは、年齢階層ごと、
性別によって多少の差はあるものの、年齢階層や性別によって大きな傾向の違いなどはないこと
が確認できる。また、整合度をみるCI値も0.083から0.099と0.1を下回っており、整合的な結果
となっている。
４．歩行者通行空間の整備の評価
　前節で導出された各要素に対する限界支払意思額の結果を用いることで、歩行者通行空間の整
備事例において歩行者に生じる経済価値を明らかにすることができる。
　一例として、幅員が75cmと150cmの場合の歩道（自動車・自転車と分離）に対して歩行者１
人が見出す価値は表8に示すとおりである。すなわち、幅員が75cmで、自動車と自転車からと
もに分離帯（ブロック等）で分離された歩道（歩行者通行空間）の価値は3,364.6円/人・km・
年であり、幅員が150cmになると、幅員の拡大分だけ価値が増加し3,949.6円/人・km・年となる。
表８　歩道（自動車・自転車と分離）の整備の便益
整備例 自動車との分離 自転車との分離 幅員 合計
幅員75cm
2,165.3 614.3
585 3,364.6
幅員150cm 1,170 3,949.6
単位：円/人・km・年
図５　年齢階層別・性別セグメントごとの重視度合い
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　ここで、この結果について２つの側面から考察する。
　第一に、「道路の整備費用を上回る歩行者交通量はどの程度か」という点である。味水（2012）
に示したように、幅員１m・延長１kmの道路空間の整備費用は、表９に示すとおりである。
表９　道路空間の整備費用の推計値
費目 整備費用（幅員１m・延長１km） 整備費用（幅員75cm・延長１km）
更新費用 1,116,731円/年 837,548.25円/年
用地費用 1,818,182円/年 1,363,636.50円/年
維持管理費用 128,285円/年 96,213.75円/年
合計 3,063,198円/年 2,297,398.50円/年
出所）味水（2012）に追加修正
　このうち、更新費用は当該道路空間が歩行者通行空間として供される場合、ほぼ必要とならな
いと考えられる。このため、用地費用と維持管理費用の合計を１人あたり価値で除すると、道路
の整備費用を上回る歩行者交通量が433.9人（1,459,850.3÷3,364.6）であることがわかる。仮
に更新費用も含めた場合は682.8人（2,297,398.5÷3,364.6）となる。自動車交通量については
道路交通センサスなど需要を示すデータが整備されているのに対し、残念ながら歩行者交通量を
対象として広範囲に整理を行ったデータはない。したがって、これ以上の考察を進めるためには
交通量調査等が必要となっている。しかしながら、一般論として、大都市部の特に中心部では十
分に存在している水準の交通量と考えられる一方で、地方都市では中心部など一部地域を存在が
疑問視される水準の交通量だと考えられる。
　第二に、「非自動車走行空間として、歩行者通行空間と自転車走行空間はどちらを優先して整
備すべきか」という点である。これは、自動車走行空間から非自動車走行空間へ道路空間の再配
分を行う際、どちらに転換する方が資源配分として効率的かを明らかにするものである。自転車
走行空間整備の便益は表10に示すとおりである。
表10　自転車道整備の便益
整備例 自動車との分離 歩行者との分離 幅員 合計
幅員１m
2,401 1,509
220 4,129
幅員２m 440 4,349
単位：円/人・km・年
出所）味水（2012）を一部表記修正
　幅員２mの自動車走行空間を非自動車走行空間に転換するときに生じる便益の組み合わせが表
11に示すとおりである。こちらも歩行者、自転車利用者それぞれの交通量データが必要となっ
てくるため一概に結論づけることは容易ではない。しかしながら、少なくとも自動車だけでなく
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相互の分離を行うことが、分離帯の設置等を考慮しても社会的に求められていることが読み取れ
るだろう。
表11　歩道と自転車道の組み合わせ
自動車との分離 相互の分離 歩行者 自転車
有 有 3,404円/人・km・年 4,086円/人・km・年
有 無 2,867円/人・km・年 2,599円/人・km・年
無 有 1,316円/人・km・年 1,707円/人・km・年
無 無    780円/人・km・年    220円/人・km・年
注） 歩行者通行空間と自転車走行空間にそれぞれ１mの空間を配分することを想定。ただし、分離有の場合は、
分離のための構造物の幅員として、１種類の分離につき各空間から幅員を10cm削減している。
５．おわりに
　本研究では、自動車走行空間から非自動車走行空間への「道路空間の再配分」に向けた基礎的
研究として、アンケート調査に基づき、歩行者通行空間の価値および人々の選好について分析を
行った。実施したコンジョイント分析からは、歩行者通行空間における「自動車との分離」、「自
転車との分離」、「幅員」に対する歩行者の支払意思額を明らかにすることができた。また、同じ
く実施したAHPからは、歩行者が「自動車との分離」を最も重視し、次いで「幅員」、「自転車と
の分離」を重視することが示された。この結果はコンジョイント分析の結果と整合的である。
　そのうえで、コンジョイント分析の結果からは、歩行者通行空間における「自動車との分離」、
「自転車との分離」、「幅員」の３要素とも、回答者の年齢が上がるごとに支払意思額が高くなる
ことが観察できた。この結果は、高齢社会を迎えた我が国において、歩行者の通行空間の整備が
喫緊の課題であることを示している。また、本論文で得られた知見を、歩行者交通量に関するデー
タと組み合わせれば、道路空間の最適配分を明らかにすることができると考える。実際の歩行者
交通量を考慮して歩行者通行空間をどのように整備していくべきか、またそれを道路構造令など
の具体的な施策にどのように反映していくべきか、具体的に空間の再配分が可能な道路がどの程
度あるのか、などの問いに対する答えを示していくことが今後の課題である。
 （みすい　ゆうき・高崎経済大学地域政策学部准教授）
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